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１．問題設定

　本稿の目的は，新旧司法試験合格者である弁護

士に対する質問紙調査によって，法科大学院には

所得と仕事満足度を高める教育効果はあるのかと

いう問いを明らかにすることである。

　２００４年度に設立した法科大学院制度は危機的な

状況に陥っている。文部科学省の「志願者数・入

学者数等の推移（平成１６年度～平成２７年度）」によ

れば，法科大学院の志願者数は２００４年度の７万

２８００人から２０１５年度の１万３７０人へ激減しており，

同じ期間の志願倍率も１３.０倍から３.３倍へ急落して

いる。また，法務省の「司法試験の結果について」

によれば，新司法試験合格率（合格者数÷受験者

数×１００）は，第１回試験の２００４年には４８.３％で

あったものの，２０１５年には２３.１％にまで低下して

いる。同資料によれば，法科大学院を経ないで司

法試験を受験できる予備試験（２０１１年開始）の合

格者の司法試験合格率は，２０１２年以降，６０％以上

となっており，法科大学院修了者の司法試験合格

率をはるかに上回っている。

　こうした状況を背景として，２０１３年７月１６日に

は，①司法制度改革審議会（２００１）が掲げた司法

試験合格者数の「年間３０００人」という数値目標の

撤回，②司法試験受験回数制限の３回から５回へ

の緩和等が決定された（法曹養成制度関係閣僚会

議 ２０１３）。また，文部科学省は，司法試験合格率

等が芳しくない法科大学院に対する公的支援の見

直しを強化する提言を出している（中央教育審議

会大学分科会法科大学院特別委員会 ２０１３）。

　このような混乱状況を踏まえて，法科大学院は

厳しい批判に晒されている。総務省（２０１２： ３５７）

は，「司法試験合格率の向上を目指し，法科大学院

における教育の質の向上を一層推進すること」等

法科大学院には所得と仕事満足度を高める教育効果はあるのか
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要　旨

　本稿の目的は，新旧司法試験合格者である弁護士に対する質問紙調査によって，法科大学院には所得と

仕事満足度を高める教育効果はあるのかという問いを明らかにすることである。本稿の主な知見は，次の

２点にまとめることができる。

　第１に，新司法試験合格者と旧司法試験合格者の間には所得と仕事満足度のいずれについても差がみら

れなかったという点である。換言すれば，法科大学院を修了したことには所得と仕事満足度を高める教育

効果はなかった。

　第２に，法科大学院修了者（新司法試験合格者）のみを分析対象にしても，法科大学院時代の成績は所

得と仕事満足度に対して有意な効果をもたらしていなかったという点である。換言すれば，法科大学院時

代に良好なアウトカムを上げたことには所得と仕事満足度を高める教育効果はなかった。

　以上の知見は，法科大学院制度の適切性（特に教育内容・方法・評価のあり方等）を問い直す必要性を

示唆している。
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　法科大学院，教育効果，所得，仕事満足度，新旧司法試験合格者，弁護士
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を文部科学省に対して勧告している。また，鈴木

ほか（２０１２： ２７３）は，「法科大学院を中核と位置

付ける新しい法曹養成制度は，弁護士の需給バラ

ンスを欠いた弁護士激増政策のために創設された

点からも，法学部と司法修習を軽視する点でも間

違いであった」と指摘している。さらに，鈴木ほ

か（２０１３： ２０６）は，法科大学院の設立自体がその

立法事実において十分な根拠を有するものではな

かったという点を指摘した上で，「とにかく作っ

てしまったのだから，それを前提にして多少の手

直しで何とか改善を図ろうというような姑息な考

えでは，現在噴出している巨大な問題を解決する

ことは到底できないであろう」と断じている。

　このように，法科大学院については現行制度の

改善から廃止まで様々な議論が行われている。し

かし，法科大学院制度を肯定するにせよ，否定す

るにせよ，そこで行われている議論は実証的な根

拠に基づいた冷静なものとは言い難い。この背景

には，議論の多くが規範科学に強く依拠した実定

法学の立場から行われていることが関係している

ように思われる。制度の適切性を検証するために

は，規範科学に依拠した当為論よりも前に，実証

科学に依拠した事実論を組み立てることが必要不

可欠である。本稿では，実証科学である教育社会

学・高等教育論の立場から法科大学院制度を論じ

る。具体的には，法科大学院の教育効果という視

点から，法科大学院制度の適切性を検証すること

を試みる。なぜなら，「法科大学院の教育効果につ

いては，実証的な分析が決定的に欠落しているの

が現状である」からである（小山 ２０１４： ２４０）。

　法科大学院の教育効果を捉える従属変数として

本稿が着目するのは，弁護士の所得と仕事満足度

である。前者は，弁護士としての客観的な生産性

を測る指標であり，後者は，弁護士としての主観

的な生産性を測る指標である。確かに，弁護士は

法曹の一部に過ぎないし，法科大学院の教育効果

を捉える従属変数としては他の変数も想定しうる。

しかし，前述したように，法科大学院の教育効果

については実証的な分析が極めて少ない。とりわ

け，法科大学院の職業に対する教育効果は，法科

大学院教育の帰結を意味するため，法科大学院制

度の適切性を議論する上で必要不可欠な要素の１

つであると考えられる。以上から，本稿では，法

曹の圧倒的大多数を占める弁護士に着目し，職業

に関する最も基本的な変数である所得と仕事満足

度の規定要因を分析する１。

　本稿の構成は次の通りである。２節では，本稿

と関連する先行研究の到達点を整理し，その問題

点を検討した上で，本稿の学術的意義を論証する。

３節では，法科大学院の所得と仕事満足度に対す

る教育効果に関する仮説を設定する。４節では，

新旧司法試験合格者である弁護士に対する質問紙

調査の概要，本稿の分析対象とその基本的な特徴

について説明した後，分析で使用する変数の設定

を行う。５節では，所得と仕事満足度の規定要因

を分析することによって，本稿の仮説を検証する。

６節では，本稿の主な知見をまとめ，その含意に

ついて考察した後，今後の課題を指摘する。

２．先行研究の検討

　大学院の教育効果に関しては，理工系大学院や

社会人大学院（ビジネススクール等）を対象とし

た研究の蓄積がある（例えば，冨田 １９９５； 本田

編 ２００３； 大谷 ２００４； 濱中 ２００９； 平尾ほか ２０１３）。

そこでの知見をまとめると，大学院には所得等を

高める一定の教育効果があるということになる。

しかし，法科大学院については研究の蓄積がほと

んど進んでいないのが現状である。法科大学院の

教育効果と関連する限られた実証研究は，①法科

大学院のマクロ的な構造を分析した研究，②法科

大学院在学者の能力向上度や満足度に関する研究，

③新旧司法試験合格者である弁護士を比較した研

究に区別できる。

　まず，これらの先行研究の到達点を法科大学院

の教育効果という視点から整理する。

　前述した①の研究では，法科大学院修了者の特

徴が記述されている。吉田・橋本（２０１０： ６３）に

よれば，法科大学院修了者の就職者比率は，他の

専門職大学院修了者のそれと比べて著しく低く，

２～３％で推移している。また，進学者や一時的

な職に就いた者以外の者の割合が８０％以上であり，

「死亡・不詳の者」も１０％近い。こうした実態を

１　本稿は，経済合理的な弁護士像を善とするわけでは決してなく，あくまで所得と仕事満足度を価値中立的な観点から分

析する。



小山　治：法科大学院には所得と仕事満足度を高める教育効果はあるのか 39

根拠として，吉田・橋本（２０１０： ６３）は，「司法試

験への準備期間にあり身分が決まっていない者も

多数存在することを勘案」しても，「法科大学院が

これまでの法曹養成に変（ママ）わって十全に機

能しているとは言い難いと言わざるを得ない」と

指摘している。

　前述した②の研究では，法科大学院在学者の能

力向上度や満足度の規定要因が明らかにされてい

る。吉田・村澤（２０１４）によれば，法科大学院在

学者をフルタイム就業者，就業経験のある辞職者，

就労未経験者に分けると，各カテゴリー間で能力

向上度が異なっている。例えば，専門能力向上に

ついては，「大学院教育を経ても辞職者・就労未経

験者＞フルタイム就業者の差が残存する」（吉田・

村澤 ２０１４： ７４）。村澤（２０１４）は，法科大学院在

学者に対する質問紙調査によって，所属大学院の

学部の偏差値が大学院教育の満足度に対して正の

効果をもたらすこと等を明らかにしている。換言

すれば，「新制度としてスタートした法科大学院

でさえ，既存の伝統的階層・威信構造の影響力か

らは免れることが難しい」ということである（村

澤 ２０１４： ８４）。

　前述した③の研究は，法社会学の領域のものが

中心である。司法修習６２期の弁護士に対する質問

紙調査のデータを分析した宮澤ほか（２０１１）によ

れば，合格した司法試験の種類は所得や職業生活

の全般的満足度と関連がない。一方，新旧司法試

験合格者である弁護士に対する大規模な質問紙調

査のデータを分析した小山（２０１４）によれば，新

司法試験合格者は旧司法試験合格者よりも能力ア

イデンティティ（能力の自己評価）が高いとはい

えない。別の見方をすれば，「法科大学院には当

為論に基づく議論の中で主張されているような教

育効果は明確にはみられない」ということである

（小山 ２０１４： ２３９）。

　次に，先行研究の問題点を検討する。

　ここでは，先行研究の問題点として，次の３点

を挙げる。

　第１に，法科大学院の教育効果の定義が十分に

整理されていないという点である。法科大学院の

教育効果を論じる場合，何と比較した効果なのか

という比較軸を明確にする必要がある。先行研究

では，他の専門職大学院，法科大学院在学者の就

学形態，合格した司法試験の種類等が意図的また

は無意図的な比較軸として設定されているだけで

あり，何をもって教育効果とみなすのかという定

義について自覚的な議論を行っているものは非常

に少ない。

　第２に，所得や仕事満足度といった職業に対す

る教育効果がほとんど問題にされていないとい

う点である。アメリカにおいては，Heinzほか

（１９９４, ２００５）が，出身ロースクール，事務所の

規模，所得等の関連性を問題にしている。これに

対して，日本においては，法科大学院の職業に対

する教育効果と関連する研究は，宮澤ほか（２０１１, 

２０１３, ２０１４, ２０１５）等に限られている。もっとも，

そうした研究においても，多くは合格した司法試

験の種類と所得や職業生活の全般的満足度等の基

本的なクロス集計に留まっており，法科大学院の

教育効果は正面から問題にされていない。小山

（２０１４）は合格した司法試験の種類と能力アイデ

ンティティの関連性を分析しているが，そこでは

所得や仕事満足度といった職業に関する変数につ

いては詳しく分析されていない。法科大学院の教

育効果を特に職業との関連で実証的に明らかにし

た研究が不足している要因の１つは，弁護士研究

の蓄積がある法社会学と教育効果研究の蓄積があ

る教育社会学・高等教育論が十分に架橋されてこ

なかったことにある（小山 ２０１４： ２２９-２３０）。

　第３に，法科大学院修了者（新司法試験合格者）

を分析対象とした法科大学院教育のアウトカム

（学習成果）に着目した教育効果に関する研究が

十分に行われていないという点である。法科大学

院の教育効果の定義は，小山（２０１４）が行った新

旧司法試験合格者の比較という視点だけではなく，

法科大学院教育のアウトカムという視点からも行

う必要がある。にもかかわらず，先駆的な先行研

究である宮澤ほか（２０１１, ２０１３, ２０１４, ２０１５）にお

いてすら，法科大学院教育のアウトカムと所得や

仕事満足度の関連性は分析されていない。

　本稿では，以上の先行研究の問題点を克服する

ために，法科大学院の教育効果を所得や仕事満足

度との関連で多面的に定義した上で，新旧司法試

験合格者である弁護士に対して実施された大規模

な質問紙調査のデータを統計的に分析する。

３．仮説の設定

　本稿では，法科大学院の教育効果を次の２つの
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視点から定義する。

　第１の視点として，法科大学院教育を経験した

者と経験しなかった者を比較し，前者にみられる

特徴を法科大学院の教育効果であると定義する。

具体的には，合格した司法試験の種類が新司法試

験なのか，旧司法試験なのかという変数を使用す

る。この定義は，小山（２０１４）と同様である。以

降，この定義を教育効果１と呼称する。

　第２の視点として，法科大学院修了者（新司法

試験合格者）のみを分析対象にして，法科大学院

時代の成績（＝アウトカムの１つ）が高かった者

にみられる特徴を法科大学院の教育効果であると

定義する。法科大学院時代の成績が所得や仕事満

足度に対して正の効果をもたらしていれば，法科

大学院に職業的な教育効果があったと考えること

ができる。以降，この定義を教育効果２と呼称する。

　以上を踏まえて，本稿は，①法科大学院には所

得を高める教育効果はない，②法科大学院には仕

事満足度を高める教育効果はないという理論仮説

を検証する。こうした仮説を設定する理由は，次

の２点である。

　第１に，法曹の質は法科大学院教育というより

も司法試験という選抜試験によって十分に担保さ

れていると考えられるという点である。法科大学

院協会・早稲田大学法務教育研究センター（２００８, 

２００９, ２０１０, ２０１１）によれば，法科大学院の成績は

司法試験の成績と概ね正の相関関係にある。一方，

新旧司法試験合格者である弁護士に対する質問紙

調査のデータを分析した小山（２０１４）によれば，

合格した司法試験の種類は，弁護士の能力アイデ

ンティティに対して有意な効果をもたらしていな

い。これらの知見は，法科大学院教育の効力は，

司法試験に対しては及ぶものの，それ以降は能力

の底が担保されることによってキャンセルされる

ということを示唆している。

　第２に，宮澤ほか（２０１１）によって，司法修習

６２期の弁護士では，新司法試験合格者と旧司法試

験合格者の間には所得や職業生活の全般的満足度

に有意な差がないということが確認されていると

いう点である。本稿では，宮澤ほか（２０１１）の知

見を大規模な質問紙調査のデータを分析すること

によって追試する。

　前述した法科大学院の教育効果を捉える２つの

視点を踏まえた本稿の作業仮説は次の通りである。

作業仮説 １-１・ ２-１ が１つ目の視点（教育効果１）で

あり，作業仮説 １-２・ ２-２ が２つ目の視点（教育効

果２）である。

・作業仮説 １-１：新司法試験合格者の弁護士は，旧

司法試験合格者の弁護士よりも所得が高いと

はいえない。

・作業仮説 １-２：新司法試験合格者の弁護士は，旧

司法試験合格者の弁護士よりも仕事満足度が

高いとはいえない。

・作業仮説 ２-１：法科大学院時代の成績がよい者

ほど，所得が高いとはいえない。

・作業仮説 ２-２：法科大学院時代の成績がよい者

ほど，仕事満足度が高いとはいえない。

４．分析データ

４.１　質問紙調査の概要

　本稿の分析で使用するのは，日本弁護士連合会

が２０１２年２月下旬から同年４月下旬にかけて実施

した「弁護士の学習経験と仕事経験の関連性に関

する調査」（自記式質問紙調査）のデータである。

母集団は，新旧司法修習６０～６４期の弁護士１万６７

名（新司法試験合格者である新６０～６４期７６２９名，

旧司法試験合格者である旧６０～６４期２４３８名）であ

る。この調査は，弁護士の法律事務所等に対して

FAXによって質問紙を送付するという方法で実施

された（返送も FAXによる）。弁護士の登録機関

である日本弁護士連合会はすべての弁護士・法律

事務所等の情報を保有しているため，こうした調

査方法が可能となった。調査対象者の約９８％に質

問紙の送付が確認された。

　有効回収数は１３７０名（新６０～６４期１１１５名，旧６０

～６４期２５５名）であり，有効回収率は１３.９％（新６０

～６４期では１５.０％，旧６０～６４期では１０.６％）である。

新６０期は，２００６年の第１回新司法試験に合格した

者であり，旧６０期は，原則として，２００５年の旧司

法試験に合格した者である２。

　この調査は新旧司法試験合格者である弁護士を

２　司法試験合格後すぐに司法修習に行かない者がいるため，旧司法試験合格者の中には司法試験合格年が２００５年よりも前

の者が若干含まれている。
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比較できる大規模な質問紙調査の１つであるもの

の，次の３つの留意点がある。

　第１に，代表性に制約があるという点である。

この調査は全数調査を試みたものであるが，有効

回収率が低いという問題点がある。そのため，本

稿では，標本調査であると仮定し，統計的検定を

行う。

　第２に，調査対象者が弁護士のみであるという

点である。調査主体が日本弁護士連合会であるた

め，裁判官と検察官に対しては調査が実施されて

いない。もっとも，調査対象者と同じ司法修習６０

～６４期の終了者で裁判官と検察官の職に就いた者

はわずか８.４％に過ぎない（最高裁判所事務総局編 

２０１３： ３２）。また，弁護士になった者であっても法

科大学院では法曹三者に共通する実務基礎科目等

を履修している。したがって，この調査のデータ

に依拠して法科大学院の教育効果を論じることは

相当程度可能であると考えられる。

　第３に，キャリアの浅い弁護士が主たる調査対

象者であるという点である。確かに，法科大学院

の教育効果はキャリアの浅い弁護士の所得と仕事

満足度には反映されず，どの職場に属しているか

によってほぼ決まってしまうという見方もあるか

もしれない。しかし，弁護士は，司法試験による

厳しい選抜と司法修習という実務訓練を受けた上

で仕事に就く専門職であり，たとえキャリアの浅

い者であっても企業の新人と同列に扱うことは適

切ではない。また，後述する分析では，「現在の

職場の全弁護士数」等の職場に関する変数を統制

した上で法科大学院の教育効果を分析している。

　なお，本稿の分析で使用するデータの適切性に

ついては，既に小山（２０１４）によって検討されて

いる。例えば，標本とそれに対応する司法修習期

の弁護士全体の男女比がほぼ等しいこと等が確認

されている。もっとも，このデータには上述した

留意点があり，分析の精度には課題が残されてい

るため，本稿の知見を安易に一般化することには

慎重になる必要がある。

４.２　分析対象とその基本的な特徴

　本稿では，合格した司法試験の種類と法科大学

院時代の成績という２つの視点から法科大学院の

教育効果を正確に分析するために分析対象を限定

する。

　まず，合格した司法試験の種類に関する限定で

ある。新司法試験合格者は全員が法科大学院を修

了している。しかし，旧司法試験合格者の中には

法科大学院を修了した者と中退した者，法科大学

院の経験に関する質問文に無回答である者が混在

している。そこで，旧司法試験合格者については，

法科大学院修了者・中退者と法科大学院の修了・

中退が不明の者を分析から除外する。

　次に，従属変数である所得と仕事満足度の前提

に関する限定である。本稿では，弁護士経験年数

が少なくとも１年以上である者を分析対象とする。

具体的には，「２０１２（調査年）－弁護士登録年」が

２（年）以上の者を分析対象とする３。該当者は，

少なくとも弁護士経験年数が１年以上となる。以

上のような限定をかけるのは，所得と仕事満足度

（特に前者）は一定の職業経験を前提とした変数

であるからである４。

　以上から，本稿の分析対象は８８８名（新司法試験

合格者６８６名，旧司法試験合格者２０２名）となる。

なお，５節では，投入される変数の無回答が分析

から除外されるため，実際の分析対象が常にこの

ケース数になるとは限らない。

　続いて，分析対象（N＝８８８）の基本的な特徴

を確認する。

　まず，属性等の変数の分布を示し，分析対象の

適切性を確認する。

　性別については，男性が７６.８％，女性が２３.２％，

無回答が０.０％となっている。日本弁護士連合会編

（２０１２： １０６）によれば，分析対象と同じ司法修習

６０～６３期の弁護士の性別の分布は，男性が７５.４％，

女性が２４.６％であり，分析対象の性別の分布とほ

ぼ等しい。合格した司法試験の種類については，

新司法試験合格者が７７.３％，旧司法試験合格者が

２２.７％，無回答が０.０％となっている。前述した母

３　司法修習終了時期は新６４期で２０１１年１２月であり，旧６４期で２０１１年８月である。新旧６４期は，弁護士経験年数が明らかに

１年未満であるため，分析から除外される。この他，司法修習終了後すぐに弁護士登録しなかった者の中に弁護士経験

年数１年未満の者が含まれるため，該当者は分析から除外される。
４　なお，弁護士経験年数を限定しないで分析しても，後述する分析結果との間に大きな違いはない。
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集団のうち，司法修習６０～６３期では，新司法試験

合格者は７２.１％，旧司法試験合格者は２７.９％であり，

分析対象の分布とほぼ等しい。司法修習期につい

ては，６０期が２０.２％，６１期が２８.６％，６２期が２６.９％，

６３期が２４.３％，無回答が０.０％となっている。日本

弁護士連合会編（２０１２： １０６）によれば，司法修習

６０～６３期の分布はそれぞれ２５％程度となっている。

分析対象の司法修習期の分布はこれと類似してい

る。以上の点を踏まえると，本稿の分析対象は

ケース数が限定されているものの，仮説を検証す

る上で一定程度の適切性を有するものであると考

えられる。

　次に，分析対象の所得と仕事満足度の分布を確

認する。

　所得は，「あなたの最近１年間の弁護士として

の所得（個人の売上（税込）から経費を減じた額

に，給与（税込）を加えた額）は，だいたいどれ

くらいですか」という単項選択式の質問文によっ

て測定する。回答の分布は，「２００万円未満」が

３.７％，「２００万円以上４００万円未満」が８.６％，「４００

万円以上６００万円未満」が３１.１％，「６００万円以上

８００万円未満」が２６.０％，「８００万円以上１０００万円未

満」が１３.６％，「１０００万円以上１２００万円未満」が

７.８％，「１２００万円以上１４００万円未満」が２.９％，

「１４００万円以上」が２.９％，無回答が３.４％となっ

ている。

　仕事満足度は，「現在の仕事に満足している」と

いう単項選択式の質問項目によって測定する。回

答の分布は，「とてもあてはまる」が１８.５％，「ま

ああてはまる」が５０.３％，「あまりあてはまらな

い」が２４.２％，「まったくあてはまらない」が６.０％，

無回答が１.０％となっている。

４.３　変数の設定

　表１は，本稿の分析で使用する変数の操作的定

義をまとめたものである。ここでは従属変数であ

表１　分析で使用する変数の操作的定義

操作的定義変数名

「最近１年間の弁護士としての所得（個人の売上（税込）から経費を減じた額に，給与（税込）を加えた
額）」について，「２００万円未満」＝１５０，「２００万円以上４００万円未満」＝３００，「４００万円以上６００万円未満」＝
５００，「６００万円以上８００万円未満」＝７００，「８００万円以上１０００万円未満」＝９００，「１０００万円以上１２００万円未満」
＝１１００，「１２００万円以上１４００万円未満」＝１３００，「１４００万円以上」＝１５００とした。ただし，「１４００万円以上」
の選択肢には金額の自由記述欄がついており，そこに具体的な数値の回答があった場合，当該数値を使用し
た。範囲は１５０～３０００である（単位は万円）。重回帰分析とロジスティック回帰分析では，上述した数値を対
数変換した値を使用した。

所得

「現在の仕事に満足している」という質問項目について，「とてもあてはまる」または「まああてはまる」と回
答した者を「仕事満足度が高い」＝１，「あまりあてはまらない」または「まったくあてはまらない」と回答し
た者を「仕事満足度が低い」＝０とした。

仕事満足度

「新司法試験に合格した」＝１，「旧司法試験に合格した」＝０とした。合格した司法試験の種類（新司法試験に合格したダミー）

「男性」＝１，「女性」＝０とした。性別（男性ダミー）

「２０１２（調査年）－出生年」という計算式によって算出し，そのまま連続変数とした。年齢

小学生の頃の実家の蔵書数について，「ほとんどなかった」＝０，「２０冊くらい（本棚１段分くらい）」＝０.２，
「５０冊くらい（本棚半分くらい）」＝０.５，「１００冊くらい（本棚１つ分くらい）」＝１，「２００冊くらい（本棚２
つ分くらい）」＝２，「３００冊くらい（本棚３つ分くらい）」＝３，「４００冊以上（本棚４つ分以上）」＝４.５とい
う１００冊単位の値に置き換え，そのまま連続変数とした。

実家の蔵書数

小学生の頃，実家にあった所有財として，「冷蔵庫」，「自家用車」，「パソコン」等の８個の質問項目を複数
回答式で質問し，回答された個数をそのまま連続変数とした。実家の所有財数

東大卒または京大卒＝１，その他の大学卒＝０とした。（出身大学）東大・京大卒ダミー

「法学部」を卒業＝１，その他の学部を卒業＝０とした。（出身大学）法学部卒ダミー 

４件法の選択肢について，「上のほう」＝４～「下のほう」＝１とした。（出身大学）大学時代の成績

４件法の選択肢について，「上のほう」＝４～「下のほう」＝１とした。司法試験の合格順位

４件法の選択肢について，「上のほう」＝４～「下のほう」＝１とした。司法修習の成績

「２０１２（調査年）－弁護士登録年」という計算式によって算出し，そのまま連続変数とした。弁護士経験年数

そのまま連続変数とした。現在の職場の全弁護士数

「東京三会」＝１，その他＝０とした。（現在の所属会）東京三会所属ダミー

「経営者弁護士」＝１，その他＝０とした。（現在の職場における立場）経営者弁護士ダミー

４件法の選択肢について，「上のほう」＝４～「下のほう」＝１とした。「未受験」は分析から除外した。大学入試センターによる法科大学院適性試験の成績

東大法科大学院修了または京大法科大学院修了＝１，その他の法科大学院修了＝０とした。（出身法科大学院）東大・京大法科大学院修了ダミー

「既修コース」＝１，「未修コース」＝０とした。（出身法科大学院）既修コースダミー

平均値の差の検定（t検定）とクロス集計では，「上のほう」または「やや上のほう」と回答した者を「上
位層」＝１とし，「やや下のほう」または「下のほう」と回答した者を「下位層」＝０とした。重回帰分析
とロジスティック回帰分析では，４件法の選択肢について，「上のほう」＝４～「下のほう」＝１とした。

（出身法科大学院）法科大学院時代の成績
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る所得と仕事満足度について説明する。

　所得については，平均値の差の検定（t検定）

では，万円単位の数値を使用した。具体的には，

「最近１年間の弁護士としての所得（個人の売上

（税込）から経費を減じた額に，給与（税込）を

加えた額）」について，「２００万円未満」＝１５０，「２００

万円以上４００万円未満」＝３００，「４００万円以上６００万

円未満」＝５００，「６００万円以上８００万円未満」＝７００，

「８００万円以上１０００万円未満」＝９００，「１０００万円以

上１２００万円未満」＝１１００，「１２００万円以上１４００万円

未満」＝１３００，「１４００万円以上」＝１５００とした。た

だし，「１４００万円以上」の選択肢には金額の自由記

述欄がついており，そこに具体的な数値の回答が

あった場合，当該数値を使用した。範囲は１５０～

３０００である（単位は万円）。一方，重回帰分析とロ

ジスティック回帰分析では，上述した数値を対数

変換した値を使用した。

　仕事満足度については，クロス集計とロジス

ティック回帰分析の両方において，「現在の仕事

に満足している」という質問項目について，「とて

もあてはまる」または「まああてはまる」と回答

した者を「仕事満足度が高い」＝１，「あまりあて

はまらない」または「まったくあてはまらない」

と回答した者を「仕事満足度が低い」＝０とした。

仕事満足度は４件法によって測定された変数であ

り，連続変数とみなして従属変数にするには範囲

が狭い。したがって，仕事満足度の規定要因は，

重回帰分析ではなく，ロジスティック回帰分析に

よって分析した。

５．分析

５.１　所得に対する教育効果

　まず，法科大学院の所得に対する教育効果を分

析する。

　新司法試験合格者（N＝６６０）の所得の平均値

は６７０.６万円（標準偏差は３１５.３）であり，旧司法試

験合格者（N＝１９８）のそれは７６０.４万円（標準偏

差は３８１.２）である。t検定によれば，両者の差は

１％水準で有意である。もっとも，本稿のデータ

では，新司法試験合格者の弁護士経験年数は旧司

法試験合格者のそれよりも短い。したがって，弁

護士経験年数等を統制した上で，合格した司法試

験の種類と所得の関連性を分析する必要がある。

　一方，法科大学院時代の成績が上位層だった者

（N＝５２６）の所得の平均値は６６６.９万円（標準偏

差は３１０.０）であり，法科大学院時代の成績が下位

層だった者（N＝１２６）のそれは６９０.５万円（標準

偏差は３４１.３）である。t検定によれば，両者の間

には有意な差はみられない。この結果が擬似無相

関の可能性もあるので，統制変数を投入した分析

も行う必要がある。

　表２は，合格した司法試験の種類（新司法試験

に合格したダミー），法科大学時代の成績等を独

立変数とし，所得（対数変換した値）を従属変数

とした重回帰分析の結果をまとめたものである５。

表中のモデル１は教育効果１の分析に対応し，表

中のモデル２は教育効果２の分析に対応している６。

この表によれば，次の４点がわかる。

　第１に，モデル１において，新司法試験に合格

したダミーには有意な効果はみられないという点

である。したがって，法科大学院を修了したこと

には所得を高める教育効果はないということにな

る。

　第２に，モデル２において，法科大学院時代の

成績には有意な効果はみられないという点である。

したがって，法科大学院時代に良好なアウトカム

を上げたことには所得を高める教育効果はないと

いうことになる。

　第３に，モデル１とモデル２の両方において，

弁護士経験年数と現在の職場の全弁護士数に相対

的に強い有意な正の効果がみられるという点であ

る。弁護士経験年数については，それが長くなれ

ば人的資本が蓄積されるため，所得が上昇すると

解釈できる。現在の職場の全弁護士数については，

巨大な法律事務所では，大企業を顧客とした契約

金額の大きい企業法務を主たる業務とすることに

５　本稿におけるすべての多変量解析では，多重共線性の可能性が低いことを VIFの値に着目することによって確認している。
６　なお，弁護士の所得は扱う事件の内容によって異なる可能性がある。この点を検討するために，最近１年間を通した

「手持ちの民事の裁判所事件総数（行政事件数を含む）」，「手持ちの刑事の事件総数（国選弁護事件数を含む）」，それら

以外（裁判外交渉，相談等）の事件総数も独立変数に投入した分析を行ったが，後述する分析結果との間に大きな違い

はなかった。
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なるため，構造的に所得が高くなると解釈できる。

後者については，宮澤ほか（２０１３： １５８）と整合的

な結果である。

　第４に，モデル１とモデル２の両方において，

男性ダミーに有意な正の効果がみられるという点

である。男性ほど所得が高いという点は，宮澤ほ

か（２０１１： １３０-１３１，２０１３： １６４-１６５）と整合的な結

果である。

　以上から，作業仮説１-１・ ２-１は支持された。

５.２　仕事満足度に対する教育効果

　次に，法科大学院の仕事満足度に対する教育効

果を分析する。

　クロス集計を行うと，新司法試験合格者（N＝

６７８）で仕事満足度が高い者は６８.９％であり，旧司

法試験合格者（N＝２０１）でそれが高い者は７１.６％

である。両者の間にはポイント差はほとんどみら

れず，独立性の検定によれば，有意な差はない。

ただし，擬似無相関の可能性があるので，統制変

数を踏まえた分析も行う必要がある。

　一方，同様にクロス集計を行うと，法科大学院

時代の成績が上位層だった者（N＝５３９）で仕事

満足度が高い者は６９.９％であり，法科大学院時代

の成績が下位層だった者（N＝１３１）でそれが高い

者は６５.６％である。ここでも両者の間にはポイン

ト差はほとんどみられず，独立性の検定によれば，

有意な差はない。ただし，ここでも擬似無相関の

可能性があるので，以降ではロジスティック回帰

分析を行う。

　表３は，合格した司法試験の種類（新司法試験

に合格したダミー），法科大学時代の成績等を独

立変数とし，仕事満足度を従属変数としたロジス

ティック回帰分析の結果をまとめたものである。

表中のモデル１は教育効果１の分析に対応し，表

中のモデル２は教育効果２の分析に対応している。

この表によれば，次の５点がわかる。

　第１に，モデル１において，新司法試験に合格

したダミーには有意な効果はみられないという点

表２　所得の規定要因（重回帰分析）

モデル２モデル１

独立変数 標準化

偏回帰係数

標準化

偏回帰係数

０.０２３新司法試験に合格したダミー

*０.０９８**０.１１０男性ダミー

０.０２６０.０３３年齢

－０.０１４－０.０３０実家の蔵書数

０.０４６*０.０７５実家の所有財数

－０.０１６０.０１０（出身大学）東大・京大卒ダミー

０.０４９０.００１（出身大学）法学部卒ダミー

０.００７－０.０１１（出身大学）大学時代の成績

+０.０８００.０２０司法試験の合格順位

０.０３７０.０３４司法修習の成績

***０.３１１***０.３０７弁護士経験年数

***０.１９４***０.２０３現在の職場の全弁護士数

０.０４００.０２３（現在の所属会）東京三会所属ダミー

－０.００８０.００５（現在の職場における立場）経営者弁護士ダミー

０.０２０大学入試センターによる法科大学院適性試験の成績

０.０５０（出身法科大学院）東大・京大法科大学院修了ダミー

０.０１０（出身法科大学院）既修コースダミー

－０.００８（出身法科大学院）法科大学院時代の成績

０.１６５０.１３６自由度調整済み決定係数

***８.０４１***１０.２２５F値

６０７８１８N

注：+ : p＜０.１０，* : p＜０.０５，** : p＜０.０１，*** : p＜０.００１。
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である。したがって，法科大学院を修了したこと

には仕事満足度を高める効果はないということに

なる。

　第２に，モデル２において，法科大学院時代の

成績には有意な効果はみられないという点である。

したがって，法科大学院時代に良好なアウトカム

を上げたことには仕事満足度を高める効果はない

ということになる。

　第３に，モデル１とモデル２の両方において，

司法修習の成績に有意な正の効果がみられるとい

う点である。このことは，司法修習の成績評価が

仕事満足度という意味での弁護士の質を担保しう

るということを示唆している。

　第４に，モデル１とモデル２の両方において，

所得に有意な正の効果がみられるという点である。

この点は，宮澤ほか（２０１３： １８０）と整合的な結果

である。

　第５に，モデル２においてのみ，年齢に有意な

正の効果がみられるという点である。

　以上から，仮説 １-２・ ２-２は支持された。

５.３　考察

　これまでの分析によって，教育効果１・２のい

ずれの定義においても，法科大学院には所得と仕

事満足度を高める（直接的な）教育効果はないと

いう点が明らかになった７。つまり，前述した理

表３　仕事満足度の規定要因（ロジスティック回帰分析）

モデル２モデル１
独立変数

オッズ比偏回帰係数オッズ比偏回帰係数

０.８５９－０.１５２新司法試験に合格したダミー

０.９２８－０.０７５０.８５２－０.１６０男性ダミー

*１.０５８０.０５７+１.０３４０.０３３年齢

０.９２９－０.０７３０.９７９－０.０２２実家の蔵書数

１.０２２０.０２２１.００７０.００７実家の所有財数

０.９４１－０.０６０１.０３１０.０３１（出身大学）東大・京大卒ダミー

１.１７９０.１６５１.０１６０.０１６（出身大学）法学部卒ダミー

１.０７６０.０７３１.０９２０.０８８（出身大学）大学時代の成績

０.９５９－０.０４２０.９６９－０.０３２司法試験の合格順位

**１.４７１０.３８６***１.４５２０.３７３司法修習の成績

１.００５０.００５０.９９３－０.００７弁護士経験年数

１.００２０.００２１.００２０.００２現在の職場の全弁護士数

０.８７３－０.１３６０.８３６－０.１７９（現在の所属会）東京三会所属ダミー

０.８１２－０.２０８０.８７３－０.１３６（現在の職場における立場）経営者弁護士ダミー

**２.０８００.７３２**１.７５７０.５６４所得

１.０８２０.０７９大学入試センターによる法科大学院適性試験の成績

０.８６１－０.１４９（出身法科大学院）東大・京大法科大学院修了ダミー

０.９７１－０.０２９（出身法科大学院）既修コースダミー

１.０２２０.０２２（出身法科大学院）法科大学院時代の成績

***０.００１－７.０８６**０.００９－４.７１１（定数）

０.０８６０.０６３Nagelkerke決定係数

**３８.２７９**３７.５１８モデル |2値

６０４８１５N

注：+: p＜０.１０，*: p＜０.０５，**: p＜０.０１，***: p＜０.００１。

７　なお，本稿の分析で使用したデータには，法科大学院における「司法試験科目」，「実務に関する科目」，それら以外の科

目，「模擬裁判」，「法律相談クリニック」等の熱心度に関する変数がある。参考までに分析した結果，これらの変数は，

所得や仕事満足度とほぼ無相関であった。例えば，「模擬裁判」や「法律相談クリニック」は実務と密着した法科大学院

ならでは教育内容であると考えられるが，これらの熱心度や履修の有無は所得や仕事満足度と無相関であった。
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論仮説は２つとも支持されたと考えられる。こう

した結果がみられた理由について考察する。

　教育効果１の分析結果については，新旧司法試

験合格者間で能力アイデンティティに差がないと

いう先行研究の知見を踏まえると，整合的な解釈

ができる。所得と仕事満足度は，弁護士の能力に

よって高まると考えられる。小山（２０１４）によれ

ば，合格した司法試験の種類は弁護士の能力アイ

デンティティと関連がない。この能力アイデン

ティティが（実際の）能力とほぼ同じであると考

えれば，新旧司法試験合格者間で能力に明確な差

がない以上，所得や仕事満足度にも差がみられな

いということになる。

　教育効果２の分析結果については，司法試験の

性質を踏まえると，整合的な解釈ができる。法科

大学院制度発足後，新司法試験の合格率は旧司法

試験のそれよりも（みかけ上は）大幅に上昇した。

しかし，新司法試験では短答式試験の科目数（法

令数）の増加等によって法曹の質を高めるような

制度変更も同時に実施された８。こうした点を踏

まえると，司法試験という選抜試験によって依然

として法曹の質が相当程度担保されているため，

法科大学院時代の成績は所得や仕事満足度に対し

て有意な効果をもたらさなかったと解釈できる９。

６．結論

　本稿では，新旧司法試験合格者である弁護士に

対する質問紙調査によって，法科大学院には所得

と仕事満足度を高める教育効果はあるのかという

問いを明らかにしてきた。本稿の主な知見は，次

の２点にまとめることができる。

　第１に，新司法試験合格者と旧司法試験合格者

の間には所得と仕事満足度のいずれについても差

がみられなかったという点である（教育効果１の

分析結果）。換言すれば，法科大学院を修了した

ことには所得と仕事満足度を高める教育効果はな

かった。

　第２に，法科大学院修了者（新司法試験合格者）

のみを分析対象にしても，法科大学院時代の成績

は所得と仕事満足度に対して有意な効果をもたら

していなかったという点である（教育効果２の分

析結果）。換言すれば，法科大学院時代に良好なア

ウトカムを上げたことには所得と仕事満足度を高

める教育効果はなかった。

　以上の知見の含意について考察する。

　法科大学院の教育効果が前述した２つの視点の

両方においてみられなかったという分析結果は，

法科大学院制度の適切性（特に教育内容・方法・

評価のあり方等）を問い直す必要性を示唆してい

る１０。本稿の冒頭で述べたように，法科大学院制

度の賛否については実証的な根拠を伴わない議論

が大半である。こうした中で，本稿によって，①

法科大学院には所得を高める教育効果はない，②

法科大学院には仕事満足度を高める教育効果はな

いという理論仮説が支持された。

　確かに，本稿では，法曹の中でも主にキャリア

の浅い弁護士のみを分析対象にしているに過ぎな

い。また，所得と仕事満足度という２つの変数に

対する教育効果を問題にすることに留まっている。

さらに，本稿の分析で使用したデータには有効回

収率等の精度に関する課題が残されている。しか

し，法科大学院の危機的な状況とそれに対する非

実証的な当為論が錯綜する現実を鑑みれば，先行

研究にはほとんどみられない弁護士に対する大規

模な質問紙調査によって法科大学院の教育効果を

所得と仕事満足度という職業に関する基本的な変

数に着目しながら実証的に描き出した意義は少な

くない。法科大学院制度の意義と限界は，実定法

学の立場による規範的な視点からだけではなく，

本稿のような教育社会学・高等教育論の立場によ

８　なお，２０１５年から短答式試験の試験科目は，憲法，民法，刑法の３科目に減少した（司法試験法３条１項）。
９　なお，司法修習の成績が仕事満足度に対して有意な正の効果をもたらしていたという点は，法曹養成を担う司法研修所

の意義を検討する上で看過しえないであろう。
１０　法科大学院制度の見直しは，法学部，法科大学院，司法試験，司法研修所を一体的に検討することによって実効性のあ

るものとなるだろう。にもかかわらず，橋本（２０１１： ５９）によれば，法曹養成の質保証に関する政策的な議論は，入学
定員の制限に関するものが中心となっており，教育内容（特に実務教育）に関する言及はほとんどない。弁護士の職域

拡大を前提として司法試験合格者数を年間３０００人に拡大することを放棄していない経済同友会（２０１３）の議論もほぼ同

様の傾向となっている。当為論中心で予見可能な失敗を繰り返す法科大学院政策において，社会調査を活用した事実論

に基づいた教育社会学・高等教育論の果たす役割は極めて大きいと言わざるをえない。
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る実証的な視点からも積極的・継続的に検証して

いく必要がある。

　最後に，今後の課題として，次の３点を指摘す

る。

　第１に，教育効果の定義をさらに多面的に行う

必要があるという点である。法科大学院の教育効

果としては，職業に関する変数に対する直接効果

だけではなく，司法修習等を経由した間接効果も

想定しうる。

　第２に，法科大学院教育のアウトカムとして成

績以外の変数にも着目する必要があるという点で

ある。例えば，法科大学院時代の能力習得度等で

ある。

　第３に，弁護士以外の法曹である裁判官と検察

官，さらには法曹にならなかった者における法科

大学院の教育効果を研究する必要があるという点

である１１。本稿の冒頭で示したように，新司法試

験合格率を踏まえれば，法科大学院修了者の多数

は法曹になっていないと推測される。そうした者

において果たして法科大学院にはどのような教育

効果があるのか１２。この点の解明は，法科大学院

制度の適切性を検証する上でも重要な課題である。

付記

　本稿の分析で使用したデータの利用に際して，

日本弁護士連合会情報統計室から許可を得た。こ

こに厚くお礼申し上げる。なお，データの解釈は

筆者の見解であり，日本弁護士連合会の見解では

ないことを明記しておく。
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　The purpose of this paper is to examine whether a law school education increases a lawyers’ income and 

job satisfaction by conducting a questionnaire survey targeting two lawyer categories: lawyers who passed 

the new bar examination and lawyers who passed the old bar examination.

　The main findings were twofold. First, there was no significant difference in either income or job 

satisfaction between lawyers who passed the new bar examination and those who passed the old one. In 

other words, a law school education had no effects in terms of increasing a lawyers’ income and job 

satisfaction. Second, the results of law school examinations had no effects in terms of increasing a lawyers’ 

income and job satisfaction. In other words, the learning outcomes of a law school education had no effects 

when viewed with respect to increasing a lawyers’ income and job satisfaction.

　These findings suggest that it is necessary to reconsider the relevance of the law school system, 

especially with regard to educational content, methods and evaluation.

［ABSTRACT］

Does a Law School Education Increase Lawyers’ Income and Job Satisfaction?: 
A Questionnaire Survey of Lawyers who Passed the New Bar Examination 

and Those who Passed the Old Bar Examination
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